
 

 
事業事前評価表 

 

１．対象事業名 
インド ウミアム第 2水力発電所改修事業 
（貸付契約調印日：2004年 3月 31日、承諾金額：1,964百万円、 
借入人：インド大統領） 

２．本行が支援することの必要性・妥当性 
現在、インドは人口約 11億人（国連の予測によれば、2050年には中国を抜き
世界最大となる）であり、その 35％が 1日 1ドル以下で生活する絶対的貧困層
である。一方、GDPは 4,636億ドル（2002年）であり、一人当たり GDPは 439
ドル（2002年）、人間開発指数（HDI）は世界 175か国中第 127位（2001年）
と低位にある。 
（参考）借入国の経済成長率推移1 

 1996 1997 1998 1999 2000 2001  2002 
実質 GDP成長率（％） 7.8 4.8 6.5 6.1 4.4 5.6 4.3 
*2001年度は速報値、2002年度は予測値。 
インドにとって、経済成長の基盤となるインフラ整備は必須であるが、財政赤
字削減を目指すインドの国内資金調達状況に鑑み、また他先進国が大規模なイ
ンフラ整備に対する支援を行なっていない中、我が国円借款が与えるインパク
ト・果たす役割は大きく、支援の意義は高い。 
殊に、日本政府は 2002年 3月の経済協力政策対話ミッションにおいて「電力
や運輸分野を中心とした経済インフラ整備」を我が国円借款の対印支援の重点
分野の一項目として支援を表明しており、更に、本行の海外経済協力業務実施
方針でも重点分野として「電力・運輸などの経済インフラ」を挙げている。 
本事業によって改修されるウミアム第２水力発電所は、インド北東部のメガラ
ヤ州東部に位置し、30年以上前に建設され、現在は発電設備の老朽化が著しく、
近年故障が頻発し発電効率が低下している。メガラヤ州の電力需要は、州政府
が 97年に打ち出した工業化政策によって急速に伸びており、2003年 6月におけ
るピーク需要 260ＭＷのうち工業部門の需要は 145ＭＷとなっている。これら工
業のほとんどは合金鉄、スチール、セメントで、合金鉄についてはインド国内
需要の 75%をメガラヤ州が供給している。一方、メガラヤ州全体の電力設備容
量は 2003年 8月現在で 185MWに過ぎず、その増強が急務となっていることか
ら、本事業をはじめとする既存発電所の改修は必要不可欠である。 

 

                                                   
1 出所： インド政府資料「Economic Survey 2002-2003」 
         インド統計・プログラム実施省ホームページ（http://mospi.nic.in/） 



 

３．事業の目的等 
本事業は、メガラヤ州のウミアム川流域において、ウミアム第２水力発電
所（9MW×2基､70年運転開始）を改修し、メガラヤ州における電力不足に対
応し、同州の産業の発展と生活レベルの改善を図るもの。 
４．事業の内容 
（１）対象地域名 
  インド、メガラヤ州 
（２）事業概要 
出力 18ＭＷ（9ＭＷ×2基）の流れ込み式水力発電所の改修。主要スコープ
は以下の通り。 
・ 機械設備の部品の取替及びスペアパーツの購入 
・ 電機設備の部品の取替及びスペアパーツの購入 
・ 実施機関の能力強化 

（３）総事業費 
2,343百万円（うち円借款対象額 1,964百万円） 

（４）スケジュール 
2008年 9月完成予定 

（５）実施体制 
メガラヤ州電力庁（MeSEB：Meghalaya State Electricity Board） 

（６）環境及び社会面の配慮 
本事業は、特段の環境影響が予見されないプロジェクト（既設設備の更新、
補修）であり、かつ「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」
（2002 年 4 月制定）に掲げる影響を及ぼしやすい特性や影響を受けやすい地
域に該当しないため、カテゴリＣに該当する（なお、本事業は同ガイドライ
ン経過期間中の要請案件であり、本事業に適用される「円借款における環境
配慮のための JBICガイドライン」（99年 10月制定）上においても、C種に
該当する）。 
（７）その他特記事項 
特に無し。 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

５．成果の目標 
（１）評価指標（運用・効果指標） 

指標名   
現状値 

(2002年度) 
目標値（2011年

度2） 
  ・機器故障 530 88 
計画外停止時間 ・人員ミス 0 0 

（時間／年） ・その他（注） 0 0 
最大出力（MW）    18 18 
送電端電力量（MWh／年） 56,470 70,000 
設備利用率（％）    36 45 

 （注）出水等 
（２）内部収益率   
ア）財務的内部収益率（FIRR）：18.8％ 
① 費用：初期投資、維持管理費用 
② 便益：売電収入 
③ プロジェクトライフ：商用運転開始後 30年 
イ）経済的内部収益率（EIRR）：20.5％ 
① 費用：初期投資（税金等を除く）、維持管理費用 
② 便益：売電収入 
③ プロジェクトライフ：商用運転開始後 30年 

６．外部要因リスク 
（１）インド国並びに事業対象周辺地域の経済の停滞/悪化  
（２）自然災害 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の発電所の改修事業での経験から、電力需給が逼迫している状況下にお
いて、事業対象発電所の継続稼動を余儀なくされ、事業施設の過剰運転とそれ
に伴う施設の更なる劣化を引き起こす可能性があるとの教訓を得ている。本事
業では、このような事態が生じないように、実施機関のみならず、州政府から
も事業実施に係る強いコミットメントを確認している。 
さらに、既往のインドの発電所案件での経験から、事業効果発現のためには
実施機関の組織経営の効率化が重要であるとの教訓を得ている。本事業は、こ
のような教訓を踏まえつつ、セクター改革支援の一貫として実施機関の能力強
化を図る予定である。また、2002年 11月に合意されたメガラヤ州電力セクター
改革実施要領が計画どおり実施されるよう、必要に応じ実施機関への働きかけ
を行なってゆく。 

                                                   
2 完了後 3年目 



 

８．今後の評価計画 
（１）今後の評価に用いる指標 
① 計画外停止時間（時間／年） 
② 最大出力（MW） 
③ 送電端電力量（MWh／年） 
④ 設備利用率（％） 
⑤ 内部収益率（FIRR、EIRR）（％） 

（２）今後の評価のタイミング 
事業完了後 

 
 


